
３－２．「指導に課題のある教員」に対する取組（平成２５年度）

①改善度を測る者 ②改善度を測る観点
1 北海道 - - - - - - - -

2 青森県

指導に課題がある教
員について、教員自身
に対する指導の改善の
支援及び学校に対す
る指導・研修の支援を
目的として行う。

指導に課題がある 教員
（「指導が不適切である」教
諭等であるとの認定に至ら
ない教諭等）

市町村教育委員会教育長（県立学校については
学校長）の申請に基づき職員派遣及び総合学校
教育センターで支援研修を行う。
〈支援策〉
①職員派遣

校長（市町村教委）の要請に応じて、教育事務
所、学校教育課の指導主事等が学校訪問し、授業
参観、指導助言等を行う。
②支援研修

学校での指導・研修や職員派遣による指導等を
行っても、改善が不十分な場合に、総合学校教育
センターへの通所研修等の短期研修を行う。

また、当該研修期間中に、教育事務所等の指導
主事等が学校訪問し、授業参観、指導助言等も行
う。

所属校及び総合学
校教育センター

原則として2か月の
範囲内（支援研修）

当該取組後、引き続き学
校 で 指導 又は 研修 を行
い、それでもなお改善が不
十分な場合、指導改善研
修対象教員として申請す
る。

所属校の校長、市
町村教育委員会

・教科に関する専門的知識・技術・指導方
法
・児童生徒の理解に基づいた信頼関係の
構築
・問題行動への適切な対応　等

3 岩手県

早期に指導対象教員
の指導の改善を図るこ
とをねらいとして「校内
研修」を実施している。

指導に課題を 抱え る 者
で、校長等から指導及び助
言を行ったにも関わらず、指
導の状況が改善されない
者。

教育センター指導員等の定期的な訪問指導、他
の教諭の授業参観、教育センターでの随時研修な
ど。

主な研修場所は
所属校で ある が、
教育センターも随
時活用している。

原則6月 「校内研修」終了時に、
改善状況を評価し、改善
が認められない場合は「指
導が不適切である教諭等
の認定」の手続に移行。

校長 専門的知識・技術、学習指導、生徒指導・
生徒理解、人間関係、服務・規律性

5 秋田県

指導力の回復を要する
教職員への研修

授業力及び児童生徒支援
のために必要な知識・技能
に課題を有している教諭

教科・領域において、授業力に関する自己の課
題を明確にし、課題解決に向けた授業づくり、 授
業実践、授業分析、教材開発などの授業研究をと
おして、実践的指導力の向上を図る。

県 総 合 教 育 セ ン
ター及び各研修員
の在籍校

4月1日から3月31
日までの1年間

指導力 ス テ ップ
アップ研修におい
ては4月～8月まで
の研修の後、改善
が見られない場合
観察告知を行う。

当該研修やその後、学校
現場でも成果が見られな
い場合は、「指導が不適切
な教員」としての認定を行
い、指導改善研修を受けさ
せることもある。

センター所長、在
籍校校長、市町村
教育委員会、県教
育委員会

学習指導、生徒指導、学級経営、教員とし
ての資質等
ア センター所長は、4月から9月までの研
修員の研修状況評価を、本人及び在籍校
校長に開示する。
イ 在籍校校長及び市町村教育委員会や
関係課所は、研修員の研究授業等を参観
し、評価を行う。
ウ センターでの評価と研究授業等に関す
る在籍校校長評価及び市町村教育委員会
や関係課所担当者評価を、センター所長、
関係課所、市町村教育委員会、在籍校校
長がお互いに確認し、年度末に本人に開
示する。
エ センター所長、関係課所、市町村教育
委員会、在籍校校長の協議によって、年度
末に改善が認められないと評価された当該
研修員については、次年度、在籍校にお
いて、夏季休業までの期間、在籍校校長が
教育実践を評価し、その結果を市町村教
育委員会と関係課所及びセンターに報告
する。
オ 夏季休業までの段階で、当該研修員
の教育指導力の改善がなされていない場
合には、「指導が不適切である教員の取扱
いに関する要綱」にある観察告知を行って
観察を開始し、要綱に示されている手続き
に従って指導を行う。

6 山形県

所属長は、所属する
教員の指導に課題が
あ る と 認 め た 場 合 に
は、早期に当該教員に
対し、指導、助言その
他の支援を行い改善
に努める。

所属長や服務監督権者が、
指導に課題があると認めた
教員

当該教員による授業及びその他の教育活動等、
個々の課題について直接指導する。

所属校 １年間 指導が不適切な教員に
係る観点別評価表に照ら
して評価し、学校内の対応
だけでは十分な指導の改
善が見込まれないと判断し
た場合には、市町村教育
委員会に対して、指導が
不適切な教員に関する報
告を行う。

評価表に照らして評価し
た結果、学校内の対応だ
けでは十分な指導の改善
が見込まれないと判断され
た場合には、県教育委員
会に対して、当該教員が
指導改善研修を受けること
が必要である旨の認定の
申請を行う。

所属長や服務監督
権者

当該教員の課題である、、学習指導力、
生徒指導力等の改善を測る。

7 福島県 - - - - - - - -

8 茨城県

指導力に課題や不安
のある教員の指導力の
向上や回復を目的と
し、各々の課題に応じ
た校内研修及び校外
研 修 （ 教 育 研 修 セ ン
ターでの通所研修）を
実施している。

① 学習指導面・・・教材研究が
不十分で、授業を計画的に進め
ることができない。児童生徒から
の質問に正確に答えることがで
きない。
② 生徒指導面・・・児童生徒と
のかかわりが持てず、対応する
のが苦手である。一人一人の児
童生徒に応じた適切な指導が
できない。
③ 学 級 （ ホ ー ム ル ー ム ） 経
営・・・クラスの児童生徒が落ち
着かず適切な指導ができない。
児童生徒への関心が弱く、児童
生徒の心身の状況を把握しよう
としない。
④ その他・・・教師としての適切
な言動ができず、トラブルを起こ
すことが多い。教師としての責任
感が弱く、意欲を持って教育活
動に取り組むことができない。

①校内研修Ⅰ課題研修) ②校内研修Ⅱ(授業研
究4回)　③通所研修(6回：研修センター)

所属校・茨城県教
育研修センター

6か月 研修成果が十分でない
場合は、指導が不適切で
ある教員の認定の申請を
行う。

校長・ 教頭、市町
村教育委員会、教
育事務所、県教育
研修センター

①学習指導 ②生徒指導 ③学級経営
④使命感・資質の向上

（共通）
学習、生徒指導等に不

安や悩みなどの課題を抱
える教員に対して、指導力
向上を図るための支援を
行うものであり、指導改善
研修を受講させることを想
定したものではない。

（共通）
所属長による職

員評価の中で、当
該者と面談を行うな
ど適切に把握して
いる。

（共通）
希望研修であることから、改善度の評価

基準は設定していない。

(3)研修期間

宮城県4

（教員支援プログラム）
学習指導や生徒指導

等に課題を抱える教員
に対して、研修をとおし
てその指導力向上を図
るための支援を行うこと
を目的とする。。

（教員ステップアップ研
修支援事業）

学習指導や生徒指導
等の不安や悩みなどの
解消を目的とする校内
における研修を実施す
る学校の要請に基き支
援を行うことを目的す
る。

（教員支援プログラム）
研修の目的を理解し、受講
を希望する教員

（教員ステップアップ研修支
援事業）
本事業の目的を理解し、校
内での研修を希望する教員

（教員支援プログラム）
　教員に求められる資質能力を育成し、学校を支え
る力を身に付けるために、次の4分野（観点）に基
づき研修を実施する。（①教科等の専門的な知識・
技術及び指導方法を高める、②児童生徒に対する
深い愛情と理解力を高める、③他の教職員との協
調性及び保護者等との信頼関係の構築能力の育
成、④その他）

・研修機関等への通所による研修とし、回数につ
いては、学校の事情等を勘案して決定する。
　①特別講座　毎月1～2回程度
　②模擬、校内研究授業等　毎月1～2回程度
　③模擬授業参観　　期間中1～2回程度
　　（専門研究員等の模擬授業を参観）

・研修では研修教員から、次の書類等の提出を
求める。

①研修報告書、②学習指導案、③その他、課題
作文等
　・面談、諸検査
（教員ステップアップ研修支援事業）
　・校内研修支援の具体的内容

①校内研修を円滑に実施できるよう次の「研修プ
ログラム」を提供するとともに、要請に基づき、受講
教員に応じた校内での研修計画の作成を支援す
る。

②事前に提供するプログラム（ⅰ授業力向上プロ
グラム、ⅱコミュニケーション力向上プログラム、ⅲ
教員の使命感向上プログラム）

③校内研修の実効性を高めるため、要請に基づ
き、県総合教育センターの職員を派遣し、模擬授
業及び研究授業等に関して助言、指導及び支援
する。

（教員支援プログラ
ム）
・研修機関

県総合教育セン
ター

（教員ステップアッ
プ研修支援事業）
・研修支援機関

県総合教育セン
ター

（教員支援プログラ
ム）
・研修期間
　4か月間
　（前期5～8月、
　　後期9～12月）

（教員ステップアッ
プ研修支援事業）
・研修支援期間
　７か月間
　（6月～12月）

(2)改善度の把握方法
都道府県
指定都市

1  研修の定義や目的等
4  研修の活用方法3  研修の内容・場所・期間

2  研修の対象者
(2)研修場所(1)研修内容（概要） (1)指導改善研修との関係
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9 栃木県

市町村教育委員会又
は県立学校の校長から
県教育委員会に申請
があった場合に、県教
育委員会が指導不適
切であると思料される
教員に対し実施する。

精神疾患以外の理由によ
り、児童又は生徒に対する
学習指導、生徒指導、学級
経営等を適切に行うことが
できない教員

勤務校での実践に加え、週1回程度、栃木県総
合教育センターにおける研修を実施する。

勤務校及び栃木県
総合教育センター

3か月の範囲以内 「指導改善研修」を実施
する前の段階の研修とし
て、位置付けている。

校長 ①学習指導 ②児童・生徒指導 ③学級経
営

10 群馬県

日常の学習指導や生
徒指導等の課題解決
に向けた実践的な研修
を行い、職能成長を図
る。

研修の目的を理解し、受講
を希望する教員

学習指導、生徒指導、学級経営にかかわる個別の
課題に応じた研修

総合教育センター
及び所属校

1年間（4月～翌年
度3月）

課題を抱える教員の指導
力向上を目指すもので、必
ずしも指導改善研修にか
かわるものではない。

校長 「チェック表」、「問題性の分析表」、「観
察・指導の記録」等より改善度を判断する。

11 埼玉県

教育委員会の管理主
事及び指導主事が学
校訪問して、当該教員
の授業及びその他の
教育活動を参観するな
どして指導を行ってい
る。

指導改善研修には至らない
が、指導力に課題のある教
員

当該教員による授業及びその他の教育活動を参
観し、直接指導する。

当該教員の所属校 市町村教育委員会
及び県立学校の要
請に基づき、通年
で実施

当該研修で成果が上が
らなかった場合は「指導が
不適切な教員」としての認
定を行い、指導改善研修
を受けさせることを予定し
ている。

校長、市町村教育
委員会職員（指導
主事等）及び県教
育委員会職員（管
理主事・指導主事）

学習指導、生徒指導、学級経営等、児童
生徒への適切な指導がなされているか。
※例：教科の専門的知識や技術力がある
か・児童生徒の適切な評価ができるか・学
習規律の徹底が図れるか・学習指導案の
作成できるか等

12 千葉県 - - - - - - - -

13 東京都

指導力不足等教員の
取扱いに関する規則
（以下「規則」という。）
第4条の2第1項及び第
7条第1項第1号の2の
決定を受けた教員に対
して、課題の状況、能
力等に応じて課題の解
決を図るため、指導力
不足教員指導向上研
修（以下「指導向上研
修」という。）を実施す
る。

規則の規定により、指導が
不適切である教員と認定を
しなかった教員のうち、指導
に課題がある教員と認定さ
れた者

・東京都教職員研修センター（以下「研修セン
ター」という。）では、講義、演習及び観察授業等を
中心に、個別の課題に即した研修を実施
・所属校では、校長が作成した年間研修計画の
下、職務を通じた研修を実施

原則として、研修セ
ンターで週1日、所
属校で週4日実施

1年以内で、教育長
が別に定める期間

指導改善研修を受講した
結果、指導が不適切であ
る教員の認定を解除した
上で、指導に課題がある教
員と認定された者に対し、
指導向上研修 を実 施す
る。

また、指導向上研修を受
講しても課題の改善が認
められないとき、指導が不
適切である教員又は指導
に課題がある教員と認定し
た上で、指導改善研修又
は指導向上研修を実施す
る。

・校長は、所属校で
行った研修の結果
について評価し、
研修センター所長
に通知する。
・研修センターは、
研修の結果につい
て総合的に評価を
行い、人事部長に
評価結果を通知す
る。
・教育委員会は、評
価結果を基に、成
果の判定を行う。

研修の結果に対する評価は、次に掲げる
項目の記録等により、受講者の意欲・態度
及び資質・能力の向上の状況について総
合的に行う。
・受講者に対する指導及び援助の結果
・受講者の研修センター等での研修、所属
校での職務の状況等の観察結果
・受講者の作成した各種資料、研修報告書
等

14 神奈川県

指導に課題のある教
員に係る情報把握後、
「 指 導 が 不 適切 な教
員」として認定を行うま
での段階（第1段階、第
2段階）において、校内
での研修・支援を行っ
ている。

学習指導や児童生徒指導
の状況を中心に教育活動
全般について情報を把握
し、その結果、課題が見られ
る者（第1段階）
校内研修・校内支援を行う
ものの改善されず、なおも
「課題を有する教員」と判断
されている者（第2段階）

・校長などの校内指導者、指導主事及び総合教育
センターの専門指導員による授業観察や模擬授業
の実施、他の教員の授業の参観や面談などを行
う。

所属校 6か月程度 校内研修・校内支援に
よっても、改善が見られな
い場合、「指導が不適切な
教員」として、申請する。

校長、副校長、教
頭等、指導主事、
総合教育センター
の専門指導員、人
事担当者等

本県、文科省等の人事検討会等の考え
方と整合し、基準の専門性を確保した「判
定表」等により改善度を測る。

15 新潟県

校内研修プログラム
に よ り 、 校 内 研 修 を
行っている。

指導力に課題があり、市町
村教育委員会や校長が研
修を行うことが望ましいと判
断した者

①学習指導に関すること（教科の専門性、教材研
究、指導の工夫、授業運営・指導技術、学習状況
の把握）
②生徒指導に関すること（事故や問題行動への対
応、児童生徒の心身の状況把握、児童生徒を理解
しようとする姿勢）
③学級経営や校務分掌等に関すること（学級経
営・校務分掌等、保護者との連携、他の教職員との
連携）
④その他

対象教員が所属す
る学校

6か月 研修の結果、成果が上が
らない場合は、指導改善
研修の認定申請を行う。

校長 ①学習指導に関すること
②生徒指導に関すること
③学級経営や校務分掌等に関すること
のそれぞれの観点で改善が図られている
かどうかを判断する。

16 富山県 - - - - - - - -

17 石川県

教員としての意欲を
喚起し、実践的な指導
力（授業力、児童生徒
理解）の向上を図るた
めの研修を実施してい
る。

市町教委や校長が受講す
ることが望ましいと判断した
者

・児童生徒理解
・授業づくりの在り方（模擬授業を含む）
・人間関係づくり
・授業分析と課題解決

石 川 県 教 育 セ ン
ター

1年間 　特に関係はない。 学校長、指導主事
等

指導案、導入・展開、話し方、発問、指示、
板書、教材研究、専門知識、熱意、資料、
学習規律　等

18 福井県

学習指導を適切に行
うことができない教諭や
学級経営や生徒指導
を適切に行うことができ
ない教諭について、所
属校において重点的
な 指導 、研 修を 実施
し、指導力の回復を図
る。

1 学習指導を適切に行うこ
とができない教諭等
（1）教科に関する専門的知
識、技術等がやや不足して
いるため、学習指導を適切
に行うことができない教諭等
（2）指導方法がやや不適切
であるため、学習指導を適
切に行うことができない教諭
等
2 学級経営や生徒指導を
適切に行うことができない教
諭等

児童等の意見をあまり聞
かず、対話も少ないなど、児
童等とのコミュニケーション
をとることが苦手で、児童等
の心を理解する能力や意欲
に欠ける教諭等

・学校長は教育委員会と連携し、当該教員の課題
に応じた効果的な指導計画を作成し、指導教員を
中心として計画に沿った指導を行う。

・指導教員は一人で1～3人を担当し、計画に
沿って指導する。

・該当教諭等の所
属校

・1年間（年度更新） ・指導が不適切な教員（指
導改善研修対象者）として
の認定には至らず、校内
での指導、研修で改善が
見込める教諭等を対象とし
ている。

・校長は指導の成
果、指導力の向上
の状況を具体的に
把握し評価する。
・指導主事等による
授業観察を行う。

・教材研究の充実度
・学習指導案の完成度
・授業実践力
・家庭での課題内容の妥当性と点検の正
確さ

19 山梨県 - - - - - - - -
20 長野県 - - - - - - - -

21 岐阜県

（資質向上研修）
一人一人の児童生徒

が充実した教育を受け
ることができるよう、学
級担任や教科等の指
導が適切にできない教
員に対して、職務を円
滑に遂行できるように
必要な資質・能力の向
上を図る研修を実施し
ている。

次の各号のいずれかに該
当し、校内において一定期
間、管理職、主任等が指
導・援助をしたにもかかわら
ず改善されない者
一 学級担任としての指導
力が不足しており、学級経
営を適切に行うことができな
い教員
二 教科等の指導力が不足
しており、学習指導を適切
に行うことができない教員
三 協調性に欠け、良好な
人間関係を醸成する力が不
足しており、児童生徒や保
護者等の信頼が得られない
教員
四 その他職務を円滑に遂
行できない教員

【小中学校】
県の資質向上研修は、県教育委員会、市町村教

育委員会、学校のそれぞれの役割を明確にし、責
任をもって実施するために次の3段階で実施してい
る。
①第1ステージ：おもに学校において管理職等を中
心とした研修
②第2ステージ：おもに市町村教育委員会が中心と
なって行う研修
③第3ステージ：県教育委員会による研修であり、
教特法25条2に基づく指導改善研修
【高等学校】

定期的に県の研修施設での研修を実施しなが
ら、勤務校で研修を受ける。また、研修施設では計
画的に集中研修を併せて実施する。

所属学校での訪問
指導
県 総 合 教 育 セ ン
ターでの研修や勤
務校以外の学校で
の実習
市町村教育委員会
での研修

1年間 指導改善研修の前段階
として位置づけている。

所属校の管理職、
市町村教育委員会
及び、県の教育事
務所

・自己啓発面談等で個人目標を設定し、実
績評価、指導・助言を行う。
・様態に応じた研修プログラムを作成する
ため、個々に目標を設定し、それに対して
評価、指導・助言を行う。
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22 静岡県

・管理職の勧めや希望
により受講する者を対
象とした研修で「基礎
力向上を図る希望研
修」として位置付けてい
る。
・苦手分野の克服、基
礎の確認という研修員
の ニ ー ズ に こ た え る
他、教職員人事評価制
度において、目標達成
を支える研修としても
位置付けている。
・児童生徒に対して体
罰を行ったり、保護者
等から苦情相談があり
管理職が指導を行った
にもかかわらず改善し
なかったりなど、教員と
しての資質に問題があ
る教員に対して、様々
な研修を行うことによ
り、資質の向上を図り、
職務に向かう心構えを
再構築する。

課題を克服するため管理職
に勧められたり、参加を自ら
希望したりした教員
児童生徒に対して体罰を
行ったり、保護者等から苦
情相談があり管理職が指導
を行ったにもかかわらず改
善しなかったりなど、教員と
しての資質に問題がある教
員

問題理解、各種研修、個人課題研究等 総合教育センター
等

必要とする期間 　関係はない。 事務局職員（総合
教育センター、人
事主管課）、所属
校長

使命感、倫理観、学習指導力、コミュニ
ケーション能力（研修記録、研修報告会等
を通じて課題の改善がなされたかを確認す
る。）

23 愛知県

「指導が不適切な教
員」として申請するほど
ではないが、指導力等
に問題を有し、何らか
の指導や研修が必要と
思われる教員を「支援
を要する教員」として位
置づけ、教育事務所の
指導のもと、学校・市町
村教育委員会の研修
計画により校内研修等
を実施し、その資質向
上を図っている。

「指導が不適切な教員」とし
て申請する ほど では ない
が、指導力等に問題を有
し、何らかの指導や研修が
必要と思われる教員

児童生徒理解・指導方法 所属校 おおむね6月～12
月頃

改善が見られなかった者
については、『指導が不適
切な教員』として申請手続
きをする。

主として校長等、必
要に応じて市町村
教育委員会

コミュニケーション能力、指導力、協調性等

24 三重県

　学習指導・生徒指導
等に不安や課題がある
教員について、より適
切な指導が行えるよう
支援する。

　経験年数が十分でないこ
となどにより、指導に不安や
課題がある教員

・学校訪問を行い、授業参観及び指導・助言、面談
等を実施
・総合教育センターにおいて、模擬授業、面談、教
材研究、課題別研修（学習指導・生徒指導及び社
会性）等を実施

　所属校及び総合
教育センター

　１年間 　関係はない。 　校長、市町教育
委員会等

　改善度を測る観点は設定していない。

25 滋賀県 - - - - - - - -

26 京都府

「指導力に課題を有
する教員」として服務
監督権者に認定され、
5段階の判定のうちＡ
～Ｃである教員に対し
て、所属校での校内研
修を中心に指導力の
回復に向けた研修を
行っている。

「指導力に課題を有する教
員」として服務監督権者に
認定された教員

・指導力の向上（指導計画、指導案作成、授業参
観、研究授業の実施等）
・校務処理、社会性の向上（校務遂行への指導、
助言等）
・校外での研修（社会福祉施設での業務補助、他
校研究授業の参観等）

所属校 認定期間中 当該研修において成果
が上がらず、さらに課題が
深刻化する場合には服務
監督権者の申請により指
導改善研修の対象となり得
る。

所 属 長 及 び 市 町
（組合）教育委員会

・「人間性の豊かさ」「社会性の広がり」「専
門性の高まり」の三つの課題と「その他の要
素」において、課題となる項目及び態様を
示した分類・分析表に基づき実態把握を行
う。
・対象教員の課題ごとの態様を捉えた上
で、総合的な視点から実態を把握し、改善
度を判断する。

27 大阪府 - - - - - - - -

28 兵庫県

指導力向上を要する
教員と思われる教員に
対する研修を実施して
いる。

県教育委員会が示した観点
に照らして「指導力向上を
要する教員」と思われる教
員（病気休暇中等の者を除
く）と校長が判断した者

所属する学校において校長は、対象教員の指導
責任者として課題を明確に示し、その課題の解決
及び指導力等の改善にあたって、対象教員に対し
て具体的な指導・支援を行う。その際、対象教員の
状況及び対象教員への具体的な助言、指導、指
示等における応対等について詳細に記録するとと
もに、対象教員の指導等に関する記録簿を作成す
る。

学校及び市町組合
教育委員会関係機
関等

年間通じて随時 当該研修で成果が上が
らなかった場合は「指導力
向上を要する教員」として
の認定を行い、指導改善
研修を受けさせることを予
定している。

県 教 育 委 員 会
が、学校、市町組
合教育委員会、教
育事務所及び対象
教員から提出され
た報告書等につい
て指導力向上を要
する教員判定委員
会に諮問を行い、
「指導力向上を要
する 教員」を判断
するための観点に
照らした審議の結
果報告を受け、「指
導力向上を要する
教員」として認定す
るか否かを判断す
る。

1：学習指導、学習規律、学習評価等
2：対人関係、学級経営、生徒指導、進路
指導等
3：勤労意欲、組織理解、校務処理等
4：人権意識、信頼・信用、資質等

29 奈良県 - - - - - - - -
30 和歌山県 - - - - - - - -
31 鳥取県 - - - - - - - -
32 島根県 - - - - - - - -

33 岡山県

標準的な指導力を習
得させること

県立・市町村立学校の教員 学習指導、生徒指導、学級経営にかかわる個別の
課題に応じた研修

県 総 合 教 育 セ ン
ター

個別事案による 当該研修やその後、学校
現場でも成果が見られな
い場合は、「指導が不適切
な教員」としての認定を行
い、指導改善研修を受けさ
せることもある。

学校長、市町村教
育委員会（市町村
立学校の場合）

授業力の向上、生徒指導力の向上、学級
経営力の向上

34 広島県 - - - - - - - -
35 山口県 - - - - - - - -

36 徳島県

指導に課題のある教
員に対し、校長を中心
とした支援チームを編
成する等、指導が不適
切な状態に陥らないよ
う校内の支援体制を整
備して当該教員の指導
力向上を図る研修を実
施している。

教科等の指導に当たって一
定の課題がみられるが、「指
導が不適切である」教諭等
であるとの認定に至らない
教諭等

教科等指導、学級・ホームルーム経営、生徒指導
等、当該教員の課題に応じたものとする。校長は、
児童生徒に対する十分な教育上の配慮を行った
上で、当該教員の抱える課題に応じた年間指導計
画を作成する。

当該教員の所属校 原則として1年間 当該研修で成果が上が
らなかった場合は「指導が
不適切な教員」としての認
定を行い、指導改善研修
を受けさせることを予定し
ている。

当該教員の所属校
長，県教育委員会
及び市町村教育委
員会

教科指導、学級・ホームルーム経営、生
徒指導等、当該教員のもつ課題に応じて、
その指導状況がどのように変容したか、把
握方法：支援チームによる研修の状況につ
いて記録をとり改善状況の判定資料とす
る。また、県教育委員会及び市町村教育委
員会が適宜、管理主事や指導主事による
学校訪問を行い、当該教員の状況把握及
び当該教員への指導状況の把握を行う。ま
た、年間2回の評価授業を行い指導主事や
管理主事による評価を行い、評価結果に
ついて当該教員へフィードバックするととも
に改善状況の資料とする。

37 香川県

授業力向上が求めら
れる教員や一時的に
指導に行き詰っている
教員に対して、学校現
場における授業力・指
導力の向上を図るため
の体制支援として、国
の調査研究事業を活
用し非常勤講師を加配
する。

授業力の向上が求められる
教員や一時的に指導に行
き詰まっている教員

　校内における指導体制を整え実施する。
＜非常勤講師の加配＞
・教頭やベテラン教員が支援者として授業に関わり
ながら、指導助言を行い、非常勤講師が支援者の
授業負担
軽減を図るため、授業の一部や軽微な校務を担当
する。
・非常勤講師（指導力のある退職教員等）が支援者
として、授業力向上への日常的な指導助言を行う。

当該教員の所属校 1か月を超えて1
年未満で、当該年
度末までを期限と
する。

授業力・指導力の向上を
図るための支援を行うもの
であり、指導改善研修の受
講を想定したものではな
い。

学校現場におけ
る授業力・指導力
の向上を図るため
の体制づくりの支
援を行うものである
が、改善が図られ
ない教員について
は、指導が不適切
な教員としての検
討対象と考える。

授業力、指導力という２つの観点から、教材
研究のあり方、学級活動の進め方、全体へ
の指示の出し方、課題のある児童生徒へ
の関わり方等について、当該教員の課題
に応じた具体的な支援を行い、改善状況を
把握する。事業の終了時に、研修の成果
や対象者の状況等を、校長は市町教育委
員会と相談の上、報告書にまとめて提出す
る。
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「指導に課題のある
教員」の研修は、所属
長が早期に当該教員
に対し、指導、助言、
支援等を通して実践的
な指導力向上及び改
善を図るための校内研
修を行う。

教育委員会は、校内研修の計画立案に必要な支
援策を講じ、改善の機会を与えることを目的として
いる。

服務監督権者である市町教育委員会（小中学校
教員の場合）又は県教育委員会（県立学校教員の
場合）は、「指導に課題のある教員」の課題を把握
する。また、服務監督権者は所属長が立案した当
該教員への研修計画が課題に応じた適切なものと
なっているか検証し、研修の実施に際しては、指導
観察期間を設け、研修の成果を評価する。

自校、市町教育委
員会、県総合教育
センター

1年程度 所属長及び服務監督権
者は、校内研修の後、特
別の研修が必要と判断し
た場合、指導力不足等教
員の認定申請を行い、指
導改善研修が必要かどう
か、審査委員会において
審査する。

ただし、当該研修は「指
導に課題のある教員」の指
導力向上を目指すもので、
必ずしも指導改善研修に
かかわるものではない。

所属長、地教委、
県教委

日常指導改善度の把握 授業参観等を
通して把握する。

要請指導改善度の把握 校長の要請に
よって、県総合教育センターや教育委員会
等が学校訪問等を実施し指導助言を行うと
ともに、改善の状況を把握する。
　勤務校の管理職が、
○ 教科に関する専門的知識、技術等が
不足しているため、児童又は生徒に対する
学習指導を適切に行うことができない状況
か。
○ 指導方法が不適切であるため、児童又
は生徒に対する学習指導を適切に行うこと
ができない状況か。
○ 児童又は生徒の心を理解する能力又
は意欲に欠け、学級経営又は生徒指導を
適切に行うことができない状況か。
○ 上に掲げる者のほか、教育活動を進め
る上で、教員としての責任を果たせていな
い教員か。
という観点から改善度を把握する。

39 高知県

研修の対象者のいず
れかの課題を有すると
思われる教職員がいる
場合、所属の学校にお
い て研 修を 行っ てい
る。
（1）教科に関する専門
的知識、技術等が不足
しているため、児童又
は生徒に対する学習
指導を適切に行うこと
ができない
（2）指導方法が不適切
であるため、児童又は
生徒に対する学習指
導を適切に行うことが
できない
（3）児童又は生徒の心
を理解する能力又は意
欲に欠け、学級経営又
は生活指導を適切に
行うことができない
（4）勤務態度が不適切
であり、又は職務遂行
能力に支障がある

（1）教科に関する専門的知
識、技術等が不足している
ため、児童又は生徒に対す
る学習指導を適切に行うこと
ができない
（2）指導方法が不適切であ
るため、児童又は生徒に対
する学習指導を適切に行う
ことができない
（3）児童又は生徒の心を理
解する能力又は意欲に欠
け、学級経営又は生活指導
を適切に行うことができない
（4）勤務態度が不適切であ
り、又は職務遂行能力に支
障がある

研修の開始にあたり、当該研修の趣旨を対象職
員に告知し、課題を明確に認識させて行う。

研修方法は、学習指導案、学級経営方針の作
成、研究授業や児童生徒への関わる内容など学校
の実態に合わせて研修計画を立てる。所属長は地
教委を通じて、県教委に報告書等を提出する。

所属校 1年間 課題が改善されなかった
ときには、市町村教育委員
会又は県立学校長と人事
担当課が相談し、「改善研
修」対象者として申請す
る。

所属長、地教委、
県教委

客観的な事実に基づいた記録に基づき、
指導力や勤務意欲、資質や適格性、指導
の経過から課題の改善状況を判断し、改
善していなければ指導を要する教員に認
定し、指導改善研修対象者となる。

40 福岡県

児童・生徒に対する
指導が不適切であるた
め、教育活動に支障を
きたしているが、自らそ
の状況を理解できず、
また、理解していたとし
ても放置したり、適切な
解決方法を見い出すこ
とができない教員を対
象に、日常の指導や校
内研修等を通して指導
の改善を図るものであ
り 、 研 修 の 実 施 に 当
たっては、学校長が課
題に応じた適切な研修
プログラムを立案し、学
校長を中心として組織
的・協働的に対応する
こととしている。

○適切な学習指導ができず
に 、授 業が 成立 して いな
い。
○適切な学級経営ができず
に、いわゆる学級崩壊等の
状況にある。
○適切な生徒指導ができず
に、児童・生徒とのトラブル
が絶えない。
○社会性に欠けるため、職
員・保護者とのトラブルが絶
えない。

基礎力要請メニュー、学指導力改善メニュー、人
間関係調整力育成メニューの３分野から、当該教
員の課題や能力、学校の実態等に応じて具体的な
研修項目を選択し、個別の研修プログラムを作成し
実施する。また、学校の要請に応じて、指導主事等
で構成するサポートチームを派遣し、指導体制づく
りや研修プログラムの作成、実施、記録等、適切に
研修が実施されるようアドバイスし、定期的、継続
的に学校を訪問し、研修が円滑かつ効果的に行わ
れるよう支援する。

所属校 原則として1年間 　校内研修の実施後に、改
善が見られない場合は、
「指導が不適切である」教
諭等として申請することに
なる。

所属長、市町村教
育委員会及び、県
教育事務所

・教科に関する専門的知識・技術等が不足
しているため、学習指導を適切に行うことが
できない状況か。
・指導方法が不適切であるため、学習指導
を適切に行うことができない状況か。
・児童等の心を理解する能力や意欲に欠
け、学級経営や生徒指導を適切に行うこと
ができない状況か。
・その他、教員としての基本的な能力が不
足しているため、学習指導、学級経営、生
徒指導等を適切に行うことができない状況
か。　　等

41 佐賀県

「指導が不適切であ
る教員」との判断まで
には至らない教員（以
下、「指導に課題があ
る教員」という。）に対し
て、早期に指導の改善
を図り、教員の資質能
力を一層高めるために
「支援研修」を実施す
る。

教科等の指導に当たって
一定の課題が見られるが、
教育公務員特例法第25条
の2第1項に基づく「指導が
不適切である教員」との判
断までには至らない者、又
は県教育委員会が特に支
援研修の受講が必要と認め
る者。

指導に課題がある教員と
は
・授業に工夫がなく、自分本
位の授業が多い。
・学級経営がうまくできず、
児童・生徒との信頼関係を
築くのが難しい。
・問題行動等がうまく把握で
きず、必要な指導ができな
い。
・職員・保護者とのトラブル
が多い　等

○教科等指導研修
・模擬授業、授業研究会（指導案、板書、発問
等）、教育センター研修講座、授業力を高める研
修、指導主事等による指導・助言　等
○一般研修
・自己の課題把握、学級経営の進め方、生徒指導
の仕方、同僚や保護者等との関係づくり等、
教師としての基礎的・基本的な力を高める研修　等

勤務校 原則として1年間 当該研修で成果が上が
らなかった場合は、「指導
が不適切である教員」とし
ての認定を行い、指導改
善研修を受けさせる。

校長 ①教科等学習指導の状況
②生徒指導や学級経営の状況
③児童生徒とのコミュニケーション
④職員・保護者との関わり

42 長崎県

指導が不適切な教諭
等の認定を行うまでに
は至らないが、知識、
技術、指導方法その他
教員として求められる
資質及び能力に課題
がある教諭等の資質・
能力の向上を図る。

（1）学級担任としての指導
力が不足し、学級経営を適
切に行うことができない教諭
等
（2）教科等の指導力が不足
し、学習指導を適切に行うこ
とができない教諭等
（3）協調性に欠け、良好な
人間関係を醸成する力が不
足し、児童生徒や保護者等
の信頼が得られない教諭等
（4）職務を円滑に遂行する
ことができない教諭等

研修内容・・当該教諭の課題を踏まえ作成した校
内研修計画書をもとに、校内研修等を実施する際
に専門指導員を学校に派遣する。当該教諭と専門
指導員が教育センターで面談し、校内研修の状況
を聞き取り、課題に対する指導助言を行う。専門指
導員が面談等で得た当該教諭等の情報について
校長等の管理職に伝えるとともに、必要により校内
研修のすすめ方に指導助言を行う。以上により校
内を中心とした研修の継続的な指導・支援を行う。

勤務校での研修
を主とし、必要に応
じて、県教育セン
ターでの研修も実
施する。

1年間を原則とす
る。

当研修で指導の改善が
見込まれない場合には、
指導が不適切な教諭等の
認定を行うよう申請する場
合もある。

当該校校長、専門
指導員

・教科等の指導に関すること
・教科等以外の指導に関すること
・学校運営に関すること

43 熊本県 - - - - - - - -
44 大分県 - - - - - - - -

45 宮崎県

児童生徒に対する指
導が不適切と認められ
る教員に対して、深刻
な状況に至る前に、学
校において資質向上
支援研修を実施し、校
長の要請に応じて支援
をする。

校長が指導に課題がある
教員と認めた教員に対し
て、市町村教育委員会及び
県教育委員会（県立学校に
あっては県教育委員会）と
協議をし、資質向上支援研
修が必要であると判断した
者。

①日常指導：授業参観等を通して、必要な指導助
言を行う。
②定期的な指導：当該教員の課題に応じた支援研
修計画を作成し、課題解決に向けた具体的な指導
を行う。

当該教員が所属す
る学校等（年間5日
間程度、県教育研
修センターでの研
修を実施）

学校における資
質向上支援研修の
期間は原則として
定めていない。

資質向上支援研修を講
じても改善が見られない教
員について、指導が不適
切な教員の認定申請を行
う。

県教育委員会（資
質向上対策措置判
定会議）

教職員としての能力及び知識、業務に対
する意欲、職務命令への対応、独善的行
動、反抗的態度、暴力的言動、破廉恥行
為等

38 愛媛県

当該研修は、次の各号の
いずれかに該当する「指導
に課題のある教員」で、一
定期間、所属長や、服務監
督権者による指導及び助言
のもと、校内において、指
導・支援等を行ったにもか
かわらず改善されない者を
対象とする。

次の各号のいずれかに該
当し、校内において一定期
間、管理職、主幹教諭、主
任等が指導・援助をしたに
もかかわらず改善されない
者
⑴ 学級担任として指導力
が不足しており、学級経営
を適切に行うことができない
教員
⑵ 教科等の指導力が不足
しており、学習指導を適切
に行うことができない教員
⑶ 協調性に欠け、良好な
人間関係を醸成する力が不
足しており、児童生徒や保
護者等の信頼を得ることが
できない教員
⑷ その他職務を円滑に遂
行することができない教員
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46 鹿児島県

校内研修を中心にし
て、校内のサポート体
制を整備し、実態に即
した計画的な校内研修
を実施し、指導力の向
上を図っている。また、
研修の実施状況や改
善状況等については、
報告を求め、学校や市
町村教育委員会の支
援に努めている。

指導力そのものに問題があ
ると考えられる者のうち、学
校運営に大きな支障がない
者

　実態に即したものとして、特に定めていない。 校内研修を中心
に、必要に応じて
市町村教育委員会
や教育機関等が主
催する研修会等に
も参加させる。

1年間（研修の成果
については、年度
末に報告）

校内での研修で改善が
不十分だった場合は、「指
導が不適切な教員」として
の認定を行い、指導改善
研修を受けさせることを予
定している。

所属校の校長 授業参観等により、教科指導力、生徒指
導力、コミュニケーション能力の改善状況を
評価する。また、個人面談の結果や業績等
評価、学校評価、各種学力テストの状況等
も勘案する。

47 沖縄県 - - - - - - - -
48 札幌市 - - - - - - - -
49 仙台市 - - - - - - - -

50 さいたま市

「指導力向上のため
の支援」による指導助
言及び研修。指導改善
研修には至らないが、
教員の指導力が十分
に 発揮 で き ない ため
に、不適切な言動が見
られ、学級がうまく機能
しない状況が起こって
しまう場合がある。その
ため、当該教員（原則
として、本採用教職員）
の指導力向上に向け
て、学校及び関係各課
所が連携して、取組を
行う。

指導改善研修には至らない
が、指導力に課題のある教
員（原則として、本採用教職
員）

３つの段階を設定している。第１段階は、学校内
における研修及び指導。それでも改善が難しい場
合は、第２段階として、市教育委員会の支援を要請
する。市教育委員会は、指導力向上のための支援
として、担当者を学校へ派遣し、授業・学級経営・
生徒指導等に関する指導助言を行う。また、必要
に応じ、教育研究所において、個別の課題研修等
を行う。担当者は、教職員課・指導１課・指導２課・
健康教育課・教育研究所の主査、主任管理主事、
主任指導主事、研修指導員等があたる。第３段階
は、指導改善研修となる。

学校及び教育研究
所

状況に応じて期
間を定めている。多
くは１～２か月であ
るが、６か月以上の
場合もある。

指導力向上のための支
援を行っても改善が見られ
ない場合、指導改善研修
の対象となる。（さいたま市
教育委員会 指導不適切
教員の取扱いに関する要
綱（H20.4.1） 第３条 報
告及び指導の状況把握
に基づく）

当該校校長及び、
指導力向上のため
の支援に関わる担
当者

指導力の実情を見極める「教員の指導力
に関する資料」（校長等や本人が記入する
58項目のチェック表）を活用して測る。ま
た、支援担当者の連絡会議における協議
も行い、確認する。

51 千葉市 - - - - - - - -

52 川崎市

児童等の指導に当
たって一定の課題が見
られる教員等について
は、校長は教育委員会
と相談し、児童等に対
する十分な教育上の配
慮を行った上で、短期
の研修や指導観察期
間等をとおして、校長
等の管理職や指導主
事等から指導、助言を
行い、当該教員の指導
の改善を図っている。

児童等の指導に当たって一
定の課題が見られる 小学
校、中学校、高等学校及び
特別支援学校に勤務する
教員

校長は、対象者の指導状況等の把握や課題克
服に向けた適切な指導・助言、研修、その他学校
の実情に応じて校内での支援体制の整備や支援
計画の作成を行う。教頭は、校長を補佐するととも
に、指導観察記録の作成等を行う。また、総括教諭
や各主任等は、指導担当者として校長、教頭の指
示により授業実習等対象者の実際の指導にあた
る。

○主に所属校（必
要に応じて総合教
育センターなど）

1か月以上6か月以
内

指導の改善が見込まれ
ない場合には、校長は委
員会に指導が不適切な教
員の認定について申請す
る。

所属学校の校長、
教頭、総括教諭、
主任教諭及び総合
教育センターの研
修指導員

指導観察記録、研修日誌及び自己観察
記録の結果をもとに、「学習指導」「学級経
営」「児童生徒理解・指導」「教員としての
社会性・人間性・組織理解」の観点に関す
る項目ごとに具体的な成果を整理し、対象
者の課題における改善度を測る。

53 横浜市 - - - - - - - -

54 相模原市

指導に課題のある教
員に係る情報把握後、
「 指 導 が 不 適切 な教
員」として認定を行うま
での段階（第1段階、第
2段階）において、校内
研修・校内支援を行っ
ている。

学習指導や児童生徒指導
の状況を中心に教育活動
全般について情報を把握
し、その結果、課題が見られ
る者（第1段階）。校内研修・
校内支援を行うものの改善
されず、なおも「課題を有す
る教員」と判断されている者
（第2段階）。

「学習指導」「児童・生徒指導」「資質」に関する内
容など、当該教員の課題に応じた研修を行う。

○主に所属校（必
要に応じて総合学
習センターなど）

6か月～1年間 校内研修・校内支援に
よっても改善が見られない
場合、「指導が不適切な教
員」として、教育委員会に
申請する。

当該校の管理職 ①全体の状況把握、②個々への配慮、③
態度、服装、言葉遣い等、④公平さ・人権
への配慮（授業に関して） ⑤導入・展開・
まとめの内容と時間配分、⑥学習課題の明
確化・提示方法、⑦教材・教具の提供方法
及びその扱い、⑧指導内容・用語、⑨児
童・生徒の考えや反応への対応、⑩動機
付けや意欲喚起への配慮、⑪板書

55 新潟市

学校並びに指導主事
が、支援を要する教職
員を支援することによ
り、指導力、意欲及び
自信を回復させること
を目的としている。

（1） 幼稚園、小学校又は
特別支援学校において、学
級担任又は主たる授業者と
なることが困難な教諭
（2） 中学校又は高等学校
において、主たる授業者と
なることが困難な教諭
（3） 学校又は幼稚園にお
いて、継続的に職務の遂行
に支障をきたしている教諭

総合教育センターでの指導改善研修の後，所属校
でのサポート研修を実施

所属校と総合教育
センター

原則１年間 　指導改善研修に陥らない
ための予防的研修（サポー
ト研修、集中研修、定期研
修）として位置づけている。

「支援を要する教
職員の判断の基準
と視点」を活用して
図る。

（研修内容）
・学習指導に関する研修
・生徒指導に関する研修
・保護者，同僚との人間関係に関する研修
・職責遂行に関する研修
（研修場所）
所属校及び総合教育センター

56 静岡市 - - - - - - - -

57 浜松市

指導力に関して支援
を要する教員に研修を
実施している。

指導不適切教員の予備軍
であり、指導力に関して支
援を要する教員

当該教員の課題・適正に応じた研修を実施する。
・教育センター（当該教員の状況により月１回から
週数回）
・指導主事による研修
・校長による研修
・校内授業研究

・教育センター
・在籍校
・その他

・６か月を単位とし
て改善が認められ
るまで

当該研修で成果が上が
らなかった場合は「指導が
不適切な教員」としての認
定を行い、指導改善研修
を受けさせることを予定し
ている。

・指導主事
・当該校長
・審査委員会委員

学習指導力、生徒指導力、運営・人間関係
能力、勤務状況、教員としての使命感等

58 名古屋市 - - - - - - - -

60 大阪市

指導員が学校訪問な
どを行い支援を要する
教員の状況把握をした
うえで、校園長に対し
て当該教員への指導
方法の助言や指導員
による当該教員への直
接指導など、当該教員
の指導力向上を図る対
策を実施する。（校園
長支援）

支援を要する教員（「支援を
要する教員に対する調査」
で校長から報告があった教
員）

校園長が支援を要する教員に対し、日常的に指
導・助言を実施する。支援を要する教員に対する
調査の報告に基づき、必要に応じて、指導員から
校長に対する指導方法の助言や当該教員に対す
る直接指導を行う。

在籍校 支援を要する教員
に対する調査の報
告から当該教員の
改善が認められる
まで

校園長支援により改善が
見られない教員、いわゆる
「指導が不適切と思われる
教員」については、指導員
が校園長とともに指導・記
録を継続し、それでも改善
しない場合には、指導改善
研修（ステップアップ研修）
の受講につなげる。

指導員・指導主事・
行政担当者

授業観察や面談を行い、定期的に当該
教員の状況等の情報共有を図り、確認した
うえで次の観点に基づき改善状況等を判
断する。

・教科に関する専門的知識、技術等がある
か。
・指導方法が適切であるか。
・児童等の心を理解する能力及び意欲が
あるか。

・授業力向上プログラ
ム
学校長が「継続的に研
修が必要」と判断し、
「授業力」を重点的に
向上させる必要のある
教員に対する研修プロ
グラム。

・復帰時集中指導研修
指導困難な状況に陥
り、長期休養等を3か月
以上取得せざるを得な
くなった教員のうち、必
要と認められた教員に
対して、復帰時に指導
主事が集中個別指導
を行う。

・指導に課題のある教
員等に対する人事管
理に関する調査研究
事業

教科等の指導力が不
足しているが「指導が
不適切である」との認
定に至らない教員等に
対して、不適切な状況
に陥らないよう、資質・
実践的指導力の向上
を図る。

59 京都市

・授業力向上プログ
ラム研修：総合教育
センター及び勤務
校

・復帰時集中指導
研修：総合教育セ
ンター及び勤務校

・指導に課題のある
教員等に対する人
事管理に関する調
査研究事業：総合
教育センター及び
勤務校

・授業力向上プログラム
学校長が「継続的に研修が
必要」と判断し、「授業力」を
重点的に向上させる必要の
ある教員

・復帰時集中指導研修
不適切な指導や保護者対
応等により指導困難な状況
に陥り、長期休養等を3か月
以 上 取 得せ ざる を得 なく
なった教員のうち、教育委
員会が必要と認める教員

・指導に課題のある教員等
に対する人事管理に関する
調査研究事業

教科等の指導力が不足し
ているが「指導が不適切で
ある」との認定に至らない教
員

・授業力向上プログラム研修：指導力の改
善しているかや、集中的な指導が必要かど
うか

・復帰時集中指導研修：指導力の改善して
いるかや、集中的な指導が必要かどうか

・指導に課題のある教員等に対する人事管
理に関する調査研究事業：指導力の改善
しているかや、集中的な指導が必要かどう
か

・授業力向上プログラム
当該研修で成果が上がら
なかった場合は「指導が不
適切な教員」としての認定
を行い、指導改善研修を
受けさせることを予定して
いる。

・復帰時集中指導研修
当該研修で成果が上がら
なかった場合は「指導が不
適切な教員」としての認定
を行い、指導改善研修を
受けさせることを予定して
いる。

・指導に課題のある教員等
に対する人事管理に関す
る調査研究事業
当該研修で成果が上がら
なかった場合は「指導が不
適切な教員」としての認定
を行い、指導改善研修を
受けさせることを予定して
いる。

・授業力向上プログ
ラム研修：教育委員
会の指導主事など

・復帰時集中指導
研修：教育委員会
の指導主事など

・指導に課題のある
教員等に対する人
事管理に関する調
査研究事業：教育
委員会の指導主事
など

・授業力向上プログ
ラム研修：1年間

・復帰時集中指導
研修：1年間

・指導に課題のある
教員等に対する人
事管理に関する調
査研究事業：11ヶ
月

・授業力向上プログラム研修：当該教員の能力及
び適正に応じた課題別研修や勤務校で行う授業
研修等を実施

・復帰時集中指導研修：服務指導や指導案作成な
どの研修を実施

・指導に課題のある教員等に対する人事管理に関
する調査研究事業：指導主事等による訪問指導及
び週案作成等所属校における校内研修の実施



①改善度を測る者 ②改善度を測る観点
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4  研修の活用方法3  研修の内容・場所・期間
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(2)研修場所(1)研修内容（概要） (1)指導改善研修との関係

61 堺市

教科等に関する専門
知識、技術等が十分で
ないため、学習指導等
が適切に行うことができ
ない者に対して、①校
内研修、②巡回指導研
修、③一定期間教育セ
ンターで資質向上研修
を実施している。

教科等に関する専門知識、
技術等が十分でないため、
学習指導等が適切に行うこ
とができない者等

教育センターが、資質向上研修実施委員会にお
ける審査結果に基づき、資質向上研修の具体的内
容及び方法について、学校園長、教職員課と協議
のうえ計画を策定する。

・所属学校園
・教育センター

資質向上研修実施
委員会の審議に基
づく期間

資質向上研修の成果に
基づき、指導改善研修の
対象者として検討を行う。

校長、指導主事、
資質向上研修実施
委員会

・学習指導力
・生徒指導力
・学級・学校運営力
・教育公務員としての
　使命感・責任感

62 神戸市

・校園内研修
指導が著しく適切さを
欠き、また資質に問題
があるなど、指導力に
問題があると考えられ
る教員（支援を要する
教員）については、ま
ず、校園内研修により
指導力を回復し てい
く。
・個別研修
校園内研修で指導力
を改善することが出来
ない教員については、
幼児児童生徒への影
響も考え、一定期間、
学校園を離れた個別
研修により指導力を回
復していくこととする。

指導が著しく適切さを欠き、
また資質に問題がある な
ど、指導力に問題があると
考えられる教員（支援を要
する教員）

・専門指導員が授業参観し、適切な助言をする。
・一定期間（回数）継続して、支援活動を実施す
る。

主に対象者の勤務
校

2～4週間 当該研修で成果が上が
らなかった場合は「指導が
不適切な教員」としての認
定を行い、指導改善研修
を受けさせることを予定し
ている。

教育委員会事務局
の教職員課人事主
事及び専門指導主
事

　授業力の向上、生徒指導力の向上、学級
経営力の向上。

63 岡山市

教科指導や生徒指
導、学級経営等を中心
に指導方法や教材等
の研究を深め、当該教
員の資質及び指導力
の向上を目的としてい
る。

自らの指導力等に不安を
感じている者、今後一層の
指導力の向上により学校の
中核として期待される者等
のうち、個別の指導・支援を
希望し、指導力等の向上が
一層期待できると校長が判
断した者。

【校内での実施】
① 校長は、支持的・協働的な雰囲気の中で、当
該教員の資質及び指導力の向上を目指す指導・
支援が充実できるよう、個々の課題を明確にして支
援体制をつくる。
② 教育研究研修センター指導主事・指導員は、
週に1回程度学校を訪問し、当該教員の授業等の
観察を行い、校長と校内における指導・支援につ
いて協議する。
【教育研究研修センター】
① 当該教員は、授業等の観察を受け、教育研究
研修センターで授業反省等を行う。
② 実施時間帯については、学校の実態により校
長と教育研究研修センター所長が協議し、決定す
る。

校内及び教育研究
研修センター

当該年度内とし、
各当該教員の実態
に応じて、校長と教
育 研 究 研 修 セ ン
タ ー 所 長 が 協 議
し 、 決 定 す る 。 な
お、実施状況をもと
に、延長・短縮も可
とする。

　関係はない。 ②実施状況の把握
方法
教育研究研修セン
ターと当該教員は
実施の記録を作成
し、ポートフォリオ
方式を通して、常に
当該教員の課題意
識を明確にさせるこ
とで指導力等の定
着を図り、実施状況
を把握する。
○実施状況を把握
する者
教育研究研修セン
ター指導主事及び
指導員

○実施状況を把握する観点
本市の教職員研修では、岡山市教育振興
基本計画において示している目指す教職
員像「情熱、指導力、人間力を有し、学び
続ける教職員」に基づき、以下の3つの
資質能力の向上を図っている。
・教育に対する揺るぎない情熱〔使命感、
向上心〕
・教育の専門家としての確かな力量〔保育・
授業力、子ども理解の力、マネジメ ント
力〕
・総合的な人間力〔人間関係力、人間性〕

また、教職員の経験年数により4つの段階
に分け、それぞれの段階で必要な資質能
力を着実に身に付けていけるよう系統的に
研修を実施している。

指導力向上研修においても、以上の3つ
の資質能力を観点とし、経験年数をふまえ
ながら課題を設定するとともに実施状況を
把握することとしている。

64 広島市

教科指導や生徒指
導、学級経営等につい
て、研究を深め、教員
の指導力の向上を目
的としている。

教科等に関する専門的知
識や技術等が十分でないた
め、教科指導等を適切に行
うことができない者等

・指導力に課題のある教員については、教員の課
題に応じた「指導力向上のためのプログラム」を策
定し、継続的な指導を行う。

・研修の内容は、勤
務校での指導主事
による授業観察及
び直接指導と、教
育センターでの課
題に適応した研修
講座の受講等。

研修期間は、プロ
グラム策定時に個
別に定める。

・当該研修で成果が上がら
なかった場合は、「指導が
不適切である教諭等」とし
て審議会の意見を聞いた
上で認定し、指導改善研
修を受けさせることとしてい
る。

・ 学校長、指導主
事、管理主事等

「指導力向上のためのプログラム」策定時
に設定した個別の課題

65 北九州市

校（園）長が行なう指
導・研修を支援するた
めの講座を実施してい
る（夏季休業期間中。)

全教員に対して実施する
指導力調査を、ＡからＤで
判定する。調査でＣ又はＤと
判定されたものを対象とす
る。

・指導に課題のある教員及び希望者に対して、有
識者（大学教授）、教育委員会担当課長、教育委
員会指導主事が講師となり、指導力向上のための
研修を実施

教育センター 夏季休業期間中の
7日間

校長による指導研修の一
環で実施しており、当該研
修で成果が上がらず、その
後も改善がない場合には、
「指導が不適切な教員」と
しての認定を行い、指導改
善研修を受けさせることと
している。

学校長 年2回実施する指導力調査（7月、1月）に
おいて、指導力調査判定項目に基づき、そ
れぞれの時期において判定された結果に
より、改善度を図る方式をとっている。

66 福岡市

「指導が不適切であ
る」教諭等に該当する
可能性があると認めら
れる教諭等を早期に把
握し、当該教諭等の抱
える課題や問題点を明
確にするとともに、学校
（園）と教育委員会との
連携のもと、当該教諭
等に指導の改善に向
けた助言・指導等を行
う。

「指導が不適切である」教
諭等に該当する可能性があ
ると認められる教諭等に対
して行う。

校(園)長及び教育委員会事務局関係課が連携し
て当該教員の指導力向上のための取組を継続的
に実施（授業参観・個別指導、教育センターで行わ
れる研修の受講等）

校内等 必要に応じて継続
的に実施

当該研修において成果
が上がらなかった場合は、
「指導が不適切である」教
諭等としての認定を行い、
指導改善研修を受けさせ
ることを予定している。

校(園)長が教育委
員会事務局関係課
と連携

知識、技術、指導方法その他教員として
求められる資質、能力等の観点で当該教
員の指導の状況を随時把握。

67 熊本市 - - - - - - - -

（注１）「指導に課題のある教員」とは、教科等の指導に当たって一定の課題がみられるが、教育公務員特例法に基づく「指導が不適切である」教諭等であるとの認定に至らない教諭等を指す。
（注２）合計は「指導に課題のある教員」に対する研修を実施している都道府県・政令指定都市数。

(参考)
平成23年度合計

33県市

(参考)
平成24年度合計

合　計 43県市

42県市


